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＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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令和4年度　部の主要施策　【総務部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 新型コロナウイルス
感染症対策

国、県、医療機関等関係団体と連携し新型コロナウイルス感
染症の拡大防止を図る。

新型コロナウ
イルス感染症
対策本部

A 国、県、医療機関等関係府団体と連携し感
染症対策を進めるとともに、本市独自の経
済対策などを進める上での情報共有や関係
機関との連絡調整のための感染症対策本部
会議（15回）(累計83回、連絡会議（1回）
（累計4回）を開催し、本市一丸となって
感染症対策に取り組んだ。

2 非常用電源設備（自
家発電機）更新工事

災害時に停電となった場合でも、災害対策本部が設置される
市役所本庁舎が防災拠点として機能するよう、非常用電源設
備（自家発電機）の更新と燃料タンクの増強に取り組む。
【令和５年度中の完成予定】

総務課 A ・R4.6月に一般競争入札により議会の議決
を得て工事請負契約の締結を行った。
・工事については、メインとなる非常用電
源設備及び燃料タンクの設置が完了した。
非常時に使用するコンセントの増設等他の
工事についても順調に進んでおり、令和5
年8月末の完成を目指して今後も進めてい
く予定である。

3 オンライン会議ブー
スの整備

庁内の事務の利便性の向上と効率化を図るため、市役所地下
の旧厨房スペースを改修し、職員向けのオンライン会議ブー
スを整備する。

総務課 A ・旧厨房をオンライン会議ができるスペー
スに改修するとともに、音漏れが気になら
ないよう吸音効果の高いブース等を整備
し、運用を開始した。
◎運用開始日　R5.2.3
◎整備状況
　2～6人用ブース　4ブース
　1人用ブース　　3ブース

4 （仮称）個人情報保
護法施行条例の制定

個人情報の保護に関する３本の法律が１本の法律に統合さ
れ、地方公共団体の個人情報保護制度についても、全国的な
共通ルールとして令和５年４月１日から法律の適用を受ける
ことになる。これを受け、地方公共団体では、法律の施行に
必要な事項や法律上許容されている事項について条例で定め
ることになることから、現行の個人情報保護条例を廃止し、
新たに（仮称）個人情報保護法施行条例を制定する。

総務課 A ・生駒市情報公開及び個人情報保護運営審
議会に対して条例整備の在り方について諮
問し、3回の審議を経て答申を得た。
・答申を踏まえて条例案を作成し、令和4
年12月定例会において条例の議案を提出。
議会の議決を得て「生駒市個人情報の保護
に関する法律施行条例」として制定した。
（施行日：令和5年4月1日）

5 総合防災マップ作成 土砂災害警戒区域・浸水想定区域・地震想定などのハザード
マップを集約し、避難所や災害に対する備えなどを掲載した
冊子を作成する。

防災安全課 A 土砂災害警戒区域、浸水想定区域、浸水時
間、ため池ハザード等の指定結果の反映
と、避難所や災害に対する備えなどを掲載
した総合防災マップを作成した。
70,000部作成。

6 災害用備蓄品の充実 地域防災計画の大規模地震災害用食料の備蓄目標に向け、段
階的に食料備蓄の充実。また、救護所用医薬品の入れ替えや
避難所備蓄用品の充実。

防災安全課 A ･令和4年度から食料備蓄の拡充を実施。
9,600食増
・救護所用医薬品の使用期限到来分の入れ
替え、生理用品、紙おむつ等の増加を実
施。

7 公共施設Jアラート情
報自動館内放送シス
テム（たけまるア
ラート）の拡張

R３年度構築の全国瞬時警報システム(Jアラート)情報を公共
施設の館内放送に接続し、自動起動で放送を行うシステムを
拡張する
設置場所：小・中学校１９校、消防署３署、私立幼稚園保育
園１０園程度

防災安全課 A ･令和3年度に続き、対象施設にたけまるア
ラートの設置を行い、運用を開始した。
設置場所：小・中学校19校、消防署3署、
私立幼稚園保育園10園

8 ゾーン３０区域の交
通量調査と交通安全
啓発

ゾーン３０に指定した区域で交通量調査を実施し実態の把握
を行うとともに、地域の交通安全関係団体と連携し交通安全
啓発を実施する。
実施個所：桜ヶ丘、東生駒１丁目

防災安全課 A ･令和4年11月に交通量調査を実施。前回調
査（H30年3月）時と交通量に大きな変化は
なく、通行速度も30㎞/hを超えて通行する
車両は減少傾向にある結果となった。引き
続き交通安全啓発活動を継続する。

9 随意契約の適正化 生駒市随意契約ガイドラインを周知徹底し、契約事務の適正
化を図る。また、日常業務における随契合議において、ガイ
ドラインに基づき徹底した点検・指導を行う。

契約検査課 A 令和5年1月1日施行
・随意契約理由書の充実をはかるため、随
意契約ガイドラインを改正し、随意契約理
由書チェック表を追加し、参考解説をガイ
ドラインに入れ込んだ。
　合わせて、改正ガイドラインの周知徹底
を図るため、1/20に職員向け説明会を行っ
た。

10 行政改革の推進 生駒市行政改革推進委員会において補助金の見直しを実施
し、令和5年度の予算に反映する。
また、前期行動計画の進行管理及び後期行動計画の策定を行
う。

行政経営課 A ・補助金の見直しについては各課の補助金
内容をヒアリングを行ったほか、行政改革
推進委員会で審議し、「補助金の見直しに
関する提言書」と新たな「補助金制度の指
針案」を答申としてまとめた。
・後期行動計画は目標どおり策定し公表し
た。
・前期行動計画は、行政改革推進委員会に
おいて令和3年度の取組と前期行動計画全
体の評価を行い、報告書として取りまとめ
た。

No.
取組状況

適正、公正、効率的で透明性の高い行政運営に努めるとともに、市民の生
命及び財産を保護し、市民とともに安心安全なまちを創るため、防災体制
の充実や地域の防犯防災力を向上させる。

担当課具体的な取組内容取組項目
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区分 取組内容 未達成・未着手の理由
No.

取組状況
担当課具体的な取組内容取組項目

11 ファシリティマネジ
メントの推進

・国からの通達に合わせ、『生駒市公共施設等総合管理計
画』を改定する。
・公共施設の改修時期や改修等の金額を『生駒市個別施設計
画』に追記するための改定を行う。
・公共施設マネジメントシステムを導入し、施設の基本情報
や利用状況、改修履歴等を一元管理できる仕組みを構築す
る。
・拠点形成課や施設所管課と連携しながら、生駒駅周辺の公
共施設の適正配置の推進に向けた検討を行う。

行政経営課 A ・公共施設等総合計画と個別施設計画を予
定どおり改定し、公表した。
・公共施設マネジメントシステムについて
は、予定どおり施設の最新の基本情報等を
調査するととっもに、一元管理できるシス
テムとして構築し、5年3月に運用を開始し
た。
・生駒駅周辺の公共施設については、現地
調査や所管課ヒアリング等を行い、適正配
置の推進に向けた検討を行った。

12 歳入増につながる施
策の創出・強化

・ふるさと生駒応援寄附金の返礼品の新規事業者や販路開拓
・弁護士や税理士等の士業を対象とした遺贈寄附啓発事業、
「いこまSDGsアクションネットワーク」等の市関連企業への
企業版ふるさと納税の提案等、収益確保への取り組みを行
う。

目標額：年間1億2千万円
（ふるさと生駒応援寄附金：1億1千万円、広告・ネーミング
ライツ等その他：1千万円）

行政経営課 A ・ふるさと生駒応援寄附については、事業
者と新規の地場産品等の開発を進めるとと
もに、返礼品協力事業者を募集し、新たな
返礼品を追加することができた。
・「いこまSDGsアクションネットワーク」
への企業版ふるさと納税の協力、福祉関係
者へ遺贈寄附の説明など、新たな収益確保
へのPRを行った。
・目標金額を上回る約1憶8千万円（ふるさ
と納税：1憶7千万円、広告・ネーミングラ
イツ・企業版ふるさと納税：1千万円）の
寄附を受領した。

13 統一的な基準による
地方公会計の整備

Ｒ３決算に基づく財務書類等の作成・公表
（令和５年３月迄）

財政課 A 9月議会に一般会計等の財務書類を議会に
提出するとともに、令和5年3月末に関係団
体を含む連結財務書類等を公表した。

14 Ｒ３中期財政計画に
示された財政指標等
の達成

・令和４年度経常収支比率 ９４．７％
・令和４年度実質公債費比率 ３．７％
・令和４年度市債残高１６，４７８百万円
・令和４年度実質収支額１３．１億円

財政課 A ・令和4年度経常収支比率91.8％
・令和4年度実質公債費比率 3.2％
・令和4年度市債残高 14,803百万円
・令和4年度実質収支額17.5億円
（以上、見込み）

15 令和5年度予算編成 ①枠配分の手法や各種要求ルールを含む予算編成方針を令和
４年１０月に定める。
②過年度の決算や実績をベースに予算査定を行う。
③基金繰入に過度に頼ることのない予算を編成し、健全な財
政運営を図る。

財政課 A 国庫補助金などの特定財源の確保に努める
とともに、財政調整基金の繰入れを回避し
つつ、特定目的基金も有効に活用し、様々
な行政需要に適切に対応できる予算を編成
した。

16 財務会計システムに
おける電子決裁の導
入

紙ベースで行っている会計事務に電子決裁を令和５年度から
導入する。導入に当たっては、令和4年度から稼動している
文書管理システムに財務会計システムを連携させることで、
スムーズに電子決裁に移行し、事務処理の進捗状況を可視化
し、会計事務をより迅速かつ適正に行うとともに、全庁的に
取り組んでいる押印レスやペーパーレス化を推進する。

会計課 A 財務会計システムを電子文書管理機能を備
えた電子決裁システムと連携させ、伝票の
起票から承認・決裁までの一連の作業をシ
ステムで一元的に処理ができる電子決裁シ
ステムを構築した。
令和5年4月1日運用開始

17 参議院議員通常選挙
の執行

選挙管理委員会を補佐し、適正な選挙の管理執行を行う。
（投票日：令和4年7月執行予定）

・市役所及び北コミュニティセンターISTAはばたきでの期日
前投票所開設
・投開票所での新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策

選挙管理委員
会事務局

A 令和4年7月10日執行の参議院議員通常選挙
において、投開票所での新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止対策を行うなど、適正
な選挙の管理執行を行った。
（期日前投票所）
市役所：17日間
北コミュニティセンター：5日間

18 統一地方選挙の準備
及び執行
（令和4年度～5年
度）

選挙管理委員会を補佐し、適正な選挙の管理執行を行う。
（投票日：令和5年4月執行予定）

・市長及び市議会議委員選挙立候補予定者説明会
・市長及び市議会議委員選挙選挙公報掲載文の電磁的記録提
出対応
・市役所及び北コミュニティセンターISTAはばたきでの期日
前投票所開設
・投開票所での新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策

選挙管理委員
会事務局

A 令和5年4月に執行される統一地方選挙を適
正に執行するための準備を行った。とりわ
け3月24日からは、奈良県知事選挙にかか
る期日前投票所を市役所に開設した。さら
に、4月1日から北コミュニティセンターで
期日前投票所を開設するため、その準備を
進めた。
・市長及び市議会議員選挙立候補予定者説
明会：令和5年1月26日
・市長及び市議会議員選挙選挙公報掲載文
の電磁的記録提出に対応するための生駒市
公職選挙事務執行規程の改正
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＜取組状況＞
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令和４年度　部の主要施策　【市民部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 マイナンバー制度に伴う
業務の実施

マイナンバー制度に適切に対応するとともに、マイナンバー
カードの交付率を増加させる。
　カード交付率　63％
　目標枚数：  10,000枚/年

市民課 A R4.3.19時点で21,938枚交付済
み
交付率73.1％

2 証明書等のコンビニ交付
の推進

コンビニ交付件数の割合を増加させる。
　年間利用率(コンビニ交付可能な交付総通数に対するコンビ
ニ交付通数)を年度末までに40％にする。

市民課 A コンビニ交付可能な証明書の
うちコンビニ交付を利用して
発行されたものの割合がR5.2
末で約45％

3 適正・公平な各税目の賦
課

市民税・固定資産税について、税務調査を実施し、適正に課
税する。
　市民税の未申告等調査　1,600件
　固定資産税の新築・増築家屋等調査　350戸
　償却資産の未申告調査　120件
　地籍調査に伴う更正事務　450筆

課税課 A 市民税の未申告等調査　2,155
件
固定資産税の新築・増築家屋
等調査　430戸
償却資産の未申告調査　120件
地籍調査に伴う更正事務　480
筆

4 市税現年課税分の徴収率
の維持

納期内納付の推進とともに、猶予制度の適切な活用と納付意
思が確認できない滞納者の早期調査や差押えを行い、市税現
年課税分の徴収率を確保する。
市税現年課税分徴収率　95.93％(令和5年3月)

収税課 A 市税現年課税分徴収率
96.69(令和５年３月)

5 市税滞納繰越分の税収の
確保

滞納者調査の徹底や換価可能財産の把握、差押えの強化等に
より市税滞納繰越分の徴収率を確保する。
市税滞納繰越分徴収率　11.91％(令和5年3月)

収税課 B 市税現年課税分徴収率
11.75(令和５年３月)

6 滞納者差押物件の公売 滞納者の不動産差押物件について、公売し、滞納税額に換
価・充当する。　　　　　　　　　　　不動産公売　１回

収税課 B 合同公売できる物件がなかっ
たため。

7 多文化共生事業の推進 差別をなくす市民集会講演会開催や、奈良先端大との協定に
基づき連携して市民や市民団体と共に多文化共生事業を企
画・開催する。

人権施策課 A 差別をなくす市民集会講演会
の参加者373人、先端大・市
民・市民団体等と協力して開
催した「いこま国際
Friendshipフェスタ」に500人
以上の参加者があった。

8 人権文化センター及び児
童館の利用拡大

人権文化センター、別館及び児童館での主体事業を定期的に
実施し利用拡大を図る。
　人権文化センター　年間事業回数 100回
　児童館　年間事業回数　15回

人権施策課
(人権文化セン
ター)

A 人権文化センター：106回
児童館：20回

9 男女共同参画の推進 男女共同参画意識の向上を図るため、各種講座や研修会等を
開催するとともに、市の附属機関等への女性委員の参加を促
進する。
　講座等の開催数 20回
　附属機関等の女性委員の割合 38.0%

人権施策課
(男女共同参画
プラザ)

B 講座等の開催数　16回
（うちオンライン開催1回）
附属機関等の女性委員の割合
35.0％

コロナ禍で減少していた講座
を積極的に対面開催したが、
出前講座等の件数が伸びな
かった。女性委員は改選に先
立ち庁内啓発を行い、前年度
実績比1.4％増となったが、目
標未達成であった。

10 清掃センター基幹的整備
改良事業の実施

令和4年度から令和6年度の間で実施する清掃センター基幹的
整備改良事業について、令和4年度に予定している工事を実施
する。

環境保全課 A 令和4年度の工事として予定し
ていたクレーン設備の更新を
完了した。

11 一般廃棄物（ごみ）処理
基本計画の施策の実施

計画に示された５Ｒ実践の啓発、事業系ごみの減量にむけた
取り組み、地域コミュニティを活用したごみの減量、資源化
等の施策を実施する。

環境保全課 B 計画に示している５Rの実践に
向け、自治会や複合型コミュ
ニティに啓発やごみ減量の取
組を実践していただいた。

計画に示すさまざまな取組を
順次実施している状況である
ため

12 火葬場改修整備業務 火葬場については、適切な運営と維持管理を行うとともに、
火葬場の改修整備に伴う調査・設計は、周辺住民との合意形
成後に着手する。

環境保全課 B 火葬場の改修整備に向け、周
辺住民（地元自治会）と意見
交換を行った。

意見交換の結果合意形成には
至っておらず、今後も引き続
き協議を行っていくことと
なっている。

13 ごみ収集運搬業務委託の
契約締結

ごみ収集運搬業務について、令和４年度に契約が終了するた
め、令和5年度からの業務受託者を公募型プロポーザル方式に
より選定し契約を締結する。

環境保全課 A 令和5年度からの業務契約を公
募型プロポーザル方式で事業
者を選定し契約を締結した。

No.
取組状況

安心・安全な暮らしを市民とともに育む

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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令和4年度　部の主要施策　【福祉健康部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 高齢者保健福祉計画・第
９期介護保険事業計画の
策定

老人福祉法第20条の8に基づく「高齢者保健福祉計画」
及び介護保険法第117条に基づく「介護保険事業計画」
を一体的に策定するため、債務負担行為により調査・分
析業者を確保し、速やかに業務が実施できるよう体制を
整える。

福祉政策課
地域包括ケア推
進課
介護保険課
地域医療課

A 公募型プロポーザルにて委託業者を
特定し、令和５年度当初より速やか
に業務が実施できる体制を整えた。

2 成年後見制度利用支援事
業の充実

成年後見制度の更なる利用促進のため、成年後見人等へ
の報酬の公費負担の対象を市長申立てに限定していた
が、範囲を拡大し、親族等の申立ても一定の要件のもと
認めるものとする。

福祉政策課
障がい福祉課

A 各要綱を改正し、令和5年1月1日か
ら対象範囲を拡大。一定の要件のも
と、市長申立て以外の申し立て費用
及び成年後見人等への報酬助成を認
め運用を開始している。

3 総合事業（介護予防・生
活支援サービス・一般介
護予防事業）の拡充

週１回の通いの場（いきいき百歳体操）について、介護
予防生活支援サービスの受け皿として安定的に実施する
とともに拠点を増加する。
10箇所増加
また、生駒駅前介護予防拠点の設置に向けて検討を開始
する。

地域包括ケア推
進課

B コロナ禍においても、高齢者の社会
参加を促進するため地域に足を運び
拡充を図ったが、７件の増となっ
た。また、生駒駅前介護予防拠点に
ついては、継続して検討している。

4 ケアリンピック生駒(第４
回）の開催

地域包括ケアシステムの深化・推進を目指し、医療・介
護従事者が我がごととして新たな専門職の人材確保・市
外への流出防止に取り組む機会とする。
将来を担う子供たちや子育て中の主婦層、元気高齢者
等、地域住民や学校関係者も含めて、新たな人材確保に
向けた情報発信や啓発を実施する。
基調講演、研究発表、未来の介護体験、就職相談、その
他普及啓発

地域包括ケア推
進課
介護保険課
地域医療課

A 令和４年度は改めて介護人材確保に
つながる環境整備に資する事業とす
るため、目的、ターゲットを整理
し、８つの事業を実施できた。
冊子「ＮＥＷ　ＬＩＦＥ」の作成・
啓発、人材確保セミナー、定着支援
研修など

5 認知症施策の推進 認知症の人ができる限り地域で自分らしく暮らし続ける
ことができる環境づくりとして、感染予防対策を十分に
行った中で、認知症サポーター養成講座の受講が少ない
働く世代に対してアプローチする。また、地域の見守り
体制を強化するため、「見守りアプリ」の運用を開始す
る。

地域包括ケア推
進課

B 働く世代への啓発として、小学校育
友会向けの講座やイオンモール奈良
登美ヶ丘店での講座などを実施し、
計２６３人に参加いただいた。見守
りアプリについては、次年度以降の
検討課題とした。

6 第８期介護保険事業計画
施設整備計画の推進

第８期介護保険事業計画に基づき、令和５年度内の開設
をめざし、認知症対応型共同生活介護事業所の公募を行
う

介護保険課 A 公募によるプロポーザルを実施し、
候補者を決定済。事業者と引き続き
協議を行い、令和６年３月１日の開
設を目指す。

7 介護に関する入門的研修
の開催

介護人材確保対策の一環として、介護未経験者に対し、
基本的な知識を身に着けてもらうための入門的研修（21
時間）を開催。研修修了者へは介護事業所等とのマッチ
ング等を行い、介護人材不足の緩和を図る。

介護保険課 A 令和４年11月26日から12月11日まで
の土曜・日曜日、専門の外部講師を
招聘し、研修を実施。最終日には介
護事業所とのマッチングを行い、市
民約４０名が参加し完了。

8 新型コロナワクチン接種
事業

新型コロナウイルスの蔓延防止を図るため、国、県、医
療機関等の関係機関と連携を強化するとともに、体制整
備を行い、接種を希望する市民への接種を円滑に実施す
る。

健康課 A 令和4年6月から60歳以上の4回目接
種、9月から12歳以上のオミクロン2
価ワクチンの接種を実施。集団接種
と約40医療機関の個別接種を実施
し、初回接種完了者のオミクロン接
種率は、65歳以上80.7%、12歳以上
53.6%となった。

9 HPVワクチン（子宮頸がん
ワクチン）のキャッチ
アップ接種の実施

積極的勧奨の差し控えによりHPVワクチンの接種機会を
逃した世代に対して、無償でワクチン接種を実施し、子
宮頸がんの罹患を予防する。
また、公平性の観点から、積極的勧奨差し控えの間に自
費で接種した方に対する補助制度を創設する。

健康課 A キャッチアップ接種対象者4,245人
に個別通知を送付。また定期接種対
象者2,977人にも個別通知を送付。
自費接種者に費用助成を行った（70
人・142回分）
令和4年度の接種実績は、741人
（1,601回）

10 骨髄移植ドナー支援事業
の実施

骨髄又は末梢血管細胞の提供を行った人への負担の軽減
を図るとともに、骨髄等の移植の推進を図ることを目的
とした助成金を創設し、積極的に周知を行う。

健康課 A 令和4年5月号の広報市民向けに周知
を行うとともに、生駒市役所で5・
９・１月に開催された「献血並行型
骨髄バンクドナー登録会」において
ドナー登録者に対し、本事業の周知
を行った。事業の利用者は無

11 医療・介護連携の推進 市内の医療・介護に関する関係機関の相互連携・協働体
制を強化するため、多職種による関連施策等の協議、検
討し取り組む。

・医療介護連携ネットワーク協議会　１回
・在宅医療介護推進部会　　　　　　３回
・認知症部会　　　　　　　　　　　３回

　入退院調整マニュアル運用後評価に係る調査
１回
　市民フォーラム　　　　　　　　　１回
　多職種連携研修会　　　　　　　　１回
　ACPの普及啓発　　　　　 　　５００人

在宅医療・介護連携に係る相談窓口の運営

地域医療課
地域包括ケア推
進課

A 令和4年10月18日に医療介護連携
ネットワーク協議会を開催し、2月1
日（第1回）、3月23日（第2回）に
在宅医療介護推進部会、2月21日
（第1回）に認知症部会を開催し
た。

入退院調整マニュアル運用後評価に
係る調査１回
市民フォーラム
１回
多職種連携研修会
１回
在宅医療・介護連携に係る相談窓口
の運営

12 市立病院の適切な管理運
営

令和４年度事業計画に基づき、病院事業を推進するとと
もに、生駒市病院事業計画の検証を行う。
・実施状況調査（前年度期末、今年度中間期）２回
・市立病院管理運営協議会　３回
・病院事業推進委員会　１回

地域医療課 A 令和４年度事業計画に基づき、病院
事業を推進した。
・実施状況調査（前年度期末、今年
度中間期）２回
・市立病院管理運営協議会　３回
・病院事業推進委員会　１回

13 高齢者の保健事業と介護
予防の一体的な実施

　令和2年4月1日施行の「医療保険制度の適正かつ効率
的な運営を図るための健康保険法」等の一部改正を受
け、75歳以上の高齢者に対する保健事業を介護保険の地
域支援事業と一体的に実施するための計画策定等の準備
を進め、令和4年度下半期から後期高齢者を対象とした
保健事業を実施する。

国保医療課 B 「高齢者の保健事業と介護予防の一
体的な実施」のデモ事業として令和
4年下半期に高齢者を対象としたポ
ピュレーション事業を試験的に３回
実施した。

〇事業の本格的な実施は、
令和５年度の後期高齢者医
療広域連合との本契約締結
後となるため。

No.
取組状況

健康寿命の延伸が叶う環境をともに創ります

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない

- 8 -



区分 取組内容 未達成・未着手の理由
No.

取組状況
担当課具体的な取組内容取組項目

14 後期高齢者医療における
窓口負担２割の開始に伴
う準備

現役世代の保険料負担の上昇を抑制するため、一定の所
得がある後期高齢者に対する患者負担割合２割負担が令
和4年10月1日に導入されることに伴う準備作業を実施
し、円滑に制度の導入を行う。
○現在　　　3割、1割の2区分
　10/1以降　3割、2割、1割の3区分

国保医療課 A 後期高齢者医療保険の２割負担が令
和4年10月1日に導入されることに伴
い、すべての被保険者に保険証を送
付した。
・令和４年９月保険証18,391件（３
割10,600件、２割5,592件、１割
2,199件）

15 生駒市社会福祉協議会と
の連携強化

地域福祉の推進に不可欠な、生駒市社会福祉協議会との
連携及び協働のあり方について検討し体制を整備する。
・推進会議（全体会）
・専門部会の開催

福祉政策課
障がい福祉課
生活支援課
地域包括ケア推
進課

A 社会福祉協議会と市関係各課との連
携強化を図るため、生駒市地域福祉
連携・協働推進会議を設置し、課題
共有、情報交換等を行い今後の方向
性等について協議を重ねた。また、
会議の下に専門部会（権利擁護支援
部会、暮らしと仕事支援部会及び重
層的支援体制整備部会）を設置し、
担当者レベルで課題を共有し、改善
に向けた意見交換を行うことができ
た。
･推進会議　　　 　　2回
･専門部会
　　権利擁護　　　　2回
　　くらしとしごと　3回
　　重層　　　　　　3回

16 地域共生社会の実現に向
けた重層的支援体制の整
備

複雑化・複合化する地域住民の課題に対し、既存の相談
支援等の取組みを活かしつつ包括的な支援が行われるよ
う新たな体制の構築に向けて整備する。
令和5年度からの運用を目指す。

福祉政策課
障がい福祉課
生活支援課
地域包括ケア推
進課

A 庁内及び包括的相談支援機関等への
事業の趣旨及び今後の取り組み内容
等についての説明会を行うととも
に、各支援機関に対して抱えている
課題や事例等のアンケートを実施
し、それらを取りまとめ支援機関ご
との課題等に関する情報共有を行っ
た。また、令和５年度からの移行準
備事業に向け重層推進会議、職員及
び関係機関への研修等を実施した。
･重層推進会議　　　　　　3回
･職員研修　　　　　　　　1回
･包括的相談支援機関研修　1回

17 生活保護の被保護者の自
立支援の実施

生活保護者の自立に向け、個々の生活保護者の状況や自
立阻害要因に対応した被保護者就労支援事業をハロー
ワークと連携して取り組む。
就労支援対象者　20人
自立支援達成者　10人

生活支援課 B ・就労可能で、就労意欲が比較的あ
る方に対しては、被保護者就労支援
事業委託業者やハローワークと連携
して就労支援を行った。
・就労意欲が低い方は、個人面談を
行い就労意欲の向上に努めた。

就労支援対象者　26人
就労先決定者　 　3人

令和3年度から就労支援事業
を委託で行っていることか
ら、対象者の選定はできた
が、就労に至らない、治療
に専念等で就労に結びつか
なかったケースが多かっ
た。

18 生活困窮者自立支援法に
基づく事業の実施

自立相談支援事業を社会福祉協議会に委託し、家計相談
支援事業と連携した事業の充実を図る。
自立相談件数　150件

経済的に困っている世帯の子どもの学習支援を市内3箇
所及び進学支援型1箇所の教室を週1回開催する。

就労準備支援事業を社会福祉協議会及び業者に委託し、
就労準備の基礎能力の形成について支援する。　4人

生活支援課 B コロナ禍、物価高騰の影響により相
談者が増えているが、社会福祉協議
会が行う緊急小口資金や総合支援と
連携し生活困窮者への支援を行っ
た。
自立相談件数　137件

学習支援教室を市内3ヶ所および進
学支援型教室を1ヶ所実施した。

支援が必要な方に対し、就労体験や
プログラムへの参加を促し、就労意
欲の向上につなげた。
利用者数　2人

・コロナ禍の影響で、令和2
年度、3年度の相談件数は、
コロナ禍前と比べて大幅に
増加したが、令和4年度につ
いては、日常を取り戻しつ
つあったことから、相談件
数は想定より少なかった。
・自立相談件数が減少した
ことから、就労準備支援事
業の対象となる方が少な
かった。
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令和4年度　部の主要施策　【建設部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 阪奈道路辻町ICの整
備促進

阪奈道路辻町ICについては、生駒市案を基に周辺住民の理解を
深めるとともに、奈良県による事業の実施を支援する。

事業計画課 A 奈良県と共に地元、地権者への事業説
明を行い、合意形成を図った。
奈良県の事業評価委員会において事業
継続となり、引き続き事業を進めて行
く。

2 国道１６３号バイパ
ス生駒区間の整備促
進

令和４年は国道１６３号整備促進期成同盟会の幹事市として、
他の２市１町と国への要望を行っていくとともに、生駒区間の
進捗を図れるよう浪速国道事務所と連携を深める。

事業計画課 A 国とともに地元説明等を行うととも
に、事業進捗のための各種調整を行っ
た。
また、期成同盟会の幹事市として、整
備局及び本省への要望活動を行った。

3 生駒市バリアフリー
基本構想に基づく南
生駒駅周辺整備事業

特定事業計画に基づき跨線横断歩道橋の設計業務を進めるとと
もに、周辺整備に関連する奈良県事業との調整を図る。

事業計画課 A 跨線横断歩道橋の予備設計を行い、設
置位置の確定を行った。
周辺整備に向け、奈良県の関係各課と
の調整を行い、事業間調整の礎を築く
ことができた。

4 生駒市地域公共交通
計画に基づく事業・
施策の実施

鹿ノ台地区でのコミュニティバス実証運行を行うとともに、整
備優先順位が高い地区における公共交通サービス提供に向けた
検討を行う。また、助け合い輸送等の導入検討や既存のコミュ
ニティバス路線の運行形態の見直し、改善を進める。

事業計画課 B 鹿ノ台地区でのコミュニティバス実証
運行を８/1から実施した。
助け合い輸送は、協議会での理解を得
ることが難しく、また、地域での取り
組みも難しいことから実施を見送っ
た。

奈良交通㈱の路線バス事業が
大幅な赤字に陥った中、その
維持に向けた事業が発生した
ことから、他の公共交通計画
に基づく事業は実施できな
かった。

5 橋梁耐震化事業 災害時の緊急輸送道路上にある耐震化が必要な橋梁について耐
震補強を実施する。
・萩の台橋耐震補強詳細設計業務(L=45m、W=12m)
・千両山歩道橋耐震補強工事（L=33.5m、W=2m）

土木課 A 予定通り実施した。

6 企業誘致基盤整備事
業

北田原準工業地域への交通アクセスの改善と周辺地域の交通安
全及び移動の円滑化を図る。
・北田原中学校線(第2-1工区)について整備工事を行う。
　L=129m　W=12.0m

土木課 A 予定通り実施した。

7 道路新設改良事業 道路幅員が狭いため、歩行者の安全性と車両の相互通行に課題
がある谷田小明線を一部バイパス化することで、歩行者空間を
確保し、歩行者と車両の安全性及び利便性を確保する。
・谷田小明線　L=230ｍ　W=8.0m
・建物補償調査及び用地買収

土木課 A 予定通り実施した。

8 地籍調査事業 国土調査法に基づき、東菜畑1丁目、東菜畑2丁目の一部・東生
駒月見町の土地についてその所有者、地番、地目の調査並びに
境界及び地籍に関する調査を行い、その結果を地図及び簿冊に
作成する。
・前年度測量成果閲覧(東菜畑2丁目・中菜畑2丁目の各一部)
・一筆地調査(東菜畑1丁目、東菜畑2丁目の一部・東生駒月見
町)

土木課 A 予定通り実施した。

9 幹線道路交差点安全
対策事業

速度が出やすい幹線道路の交差点付近において、車両等の事故
が発生した場合に備え、歩道・沿道の市民を生命の危険から守
るために防護柵等の設置など、現場条件に応じた安全対策工事
を行う。
・安全対策箇所5箇所について、対策工事を完了する。
（年度内完了）

土木課 B 安全対策箇所5箇所に対し4箇所の実施
となった。

国の交付金削減により事業の
優先順位を考慮し、4カ所の
対策となった。

10 橋梁定期点検業務 市が管理する256橋(跨線橋8橋、その他橋梁248橋)について、通
行の安全性の確保をするため、５年に１回の定期点検を行う。
・跨線橋2橋（滝坂橋、生駒２号歩行者専用道）
・その他道路橋42橋

管理課 A 予定通り実施した。
・跨線橋点検8/18～2/24
・一般橋点検7/20～2/17

11 橋梁予防保全事業 橋梁長寿命化修繕計画に基づき、早期に対策が必要な橋梁につ
いて計画的に補修事業を実施する。
・第二阪奈２号橋補修工事、中菜畑歩道橋補修工事
・清水橋1，2，菜畑乙田線横断４号橋補修設計業務

管理課 B 補修工事は予定通り実施した。
・第2阪奈2号橋R3．9/29～R5．1/31
・中菜畑歩道橋R5．3/末～9/29
補修設計の清水橋１は予定通り実施し
た。清水橋2は芝辻橋に変更し菜畑乙田
線とともに繰越となった。
・清水橋1　9/2～2/28

国の交付金削減による。

12 調整池等浚渫事業 本市が管理している調整池等を計画的に浚渫することで。洪水
調節機能を維持し下流域における浸水・溢水等による災害を未
然に防止する。
・西白庭台２丁目地内
・高山町地内水路

管理課 A 西白庭台は翠光台辻町美鹿の台３箇所
に変更し、予定通り実施した。
・高山町水路12/28～2/28

13 市営住宅等長寿命化
計画推進事業

経年劣化により老朽化が著しい箇所を改修することにより、市
営住宅の長期的な運用を図る。
・小平尾桜ヶ丘住宅外壁改修設計業務
・小平尾桜ヶ丘住宅１号棟外壁改修等工事

営繕課 B 小平尾桜ヶ丘住宅１号棟外壁改修等工
事については、外壁仕上塗材に石綿の
含有が確認され、工法を変更したこと
により工事費が高くなったため東面・
西面・北面の工事とし、南面の工事を
次年度に延期した。

14 建築基準法に基づく
定期点検事業

建築基準法第12条に基づいた定期点検を実施し、公共建築物等
の安全性を確保する。
・建築物２件（セイセイビル、セラビーいこま）
・建築設備９件（セイセイビル、市役所庁舎、他）
・防火設備２５件（セイセイビル、市役所庁舎、他）

営繕課 A 予定通り実施した。

15 施設管理者からの依
頼による営繕業務

施設管理者と協議・調整を行い施工管理する。
・上中学校及び鹿ノ台小学校大規模改造設計業務
・市役所本庁舎非常用電源設備更新工事
・小平尾保育園トイレ洋式化工事等

営繕課 B 小中学校の大規模改造設計業務は、上
中学校は今年度に発注したが鹿ノ台小
学校の設計委託は計画変更により延期
となった。
市役所庁舎非常用電源設備更新工事は
令和５年８月に完成予定で、小平尾保
育園トイレ洋式化工事は予定通り実施
した。

No.
取組状況

人と車が安心して暮らせる街を、市民とともに作り守っていく。

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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令和4年度　部の主要施策　【都市整備部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 学研高山地区第
２工区まちづく
り事業

地権者や関係機関、NAISTと連携を図りながら、本市の将
来の活力向上と持続可能な都市経営に寄与するまちづくり
の実現を目指す。
事業アドバイザーと地権者組織との連携を図りながら、個
別地区まちづくり協議会の設立を目指すとともに、都市計
画変更等に必要となる資料を作成する。

学研推進室 B ・マスタープランの策定、事業アドバイザー４
者の決定、立地等検討企業の募集を実施。
・県、国も参画した会議の設置など、事業推進
体制を整えた。
・事業アドバイザーや事業推進会議の意見を踏
まえ、地権者の会において先行開発地区を決定
し、当該先行地区のまちづくり協議会設立に向
けた諸手続きを完了した。

・都市計画変更に係る県や
関係課との協議は進めた
が、都市計画変更資料の作
成までには至らなかった。

2 生駒駅南口周辺
都市空間再編事
業

生駒駅南口周辺地域の関係者等とともにエリアプラット
フォームを構築し、地区の未来ビジョンを策定するととも
に、庁内関係課連携のもと、地域の特性を活かした個性あ
るまちづくりに資する都市再生整備計画を作成する。ま
た、商業施設等の立地誘導を図るための地区計画等や相応
しい景観の形成や安全・安心なまちづくりを進めるための
手法を検討する。

拠点形成課
都市計画課
みどり公園課
建築課

B ・地元住民、来街者などへのアンケート調査、
ワークショップ、社会実験プロジェクトなどの
実施を通じて、エリアプラットフォームを2月
に発足。3月に「未来ビジョン(案)」をまとめ
た。
・庁内関係課による検討会議、庁内２４課に対
するヒアリングを実施し、都市再生整備計画に
盛り込む事業の抽出を行った。
・生駒駅南口から宝山寺にかけて、地区にふさ
わしい景観の形成が図られるよう、次年度以降
の「街なみ環境整備事業」の取組みを進めた。

・都市再生整備計画に盛り
込む事業の抽出にとどま
り、都市再生整備計画の作
成には至らなかった。

3 学研北生駒駅中
心地区まちづく
り推進事業

次世代の住宅都市の拠点にふさわしいモデル的なまちづく
りを学研高山地区第２工区のまちづくりと連携を図りなが
ら推進する。
「基本計画(素案)」について関係者との共有を図り、「事
業計画(案)」や都市計画変更に必要となる資料を作成する
とともに、準備組合の設立を目指す。

拠点形成課 B ・主に事業区域の確定に向けた地権者への個別
面談や、駅前交通広場の形状や機能など交通事
業者(鉄道・バス)協議を進め、事業計画(案)を
作成した。

・都市計画変更に係る県や
関係課との協議は進めた
が、他事業(学研高山地区)
と一体的な手続きが必要な
ことから都市計画変更資料
の作成までには至らなかっ
た。

4 大和都市計画区
域区分見直し及
び都市マス改定
に伴う用途地域
等見直し事業

奈良県都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（奈良県
都市計画区域マスタープラン）の改定に伴う本市区域区分
の見直し検討及びGISデータ等の修正並びに地図作成を実
施する。

都市計画課 A ・本市の区域区分見直し候補地について、県と
の協議や11月及び２月の都市計画審議会での意
見を踏まえ、区域区分変更案を取りまとめ、県
への申出を行った。
・区域区分及び用途地域のうち境界調整が必要
な箇所のデータ修正を行うとともに関連する他
法令の規制等の区域との整合性を図り、市民等
外部への資料としての精度を向上させた。

5 都市農地(生産
緑地)保全活用
普及事業

都市農地（生産緑地）の保全活用を図り、緑豊かで魅力的
なまちづくりを推進するため、特定生産緑地の指定手続き
を完了させる。

都市計画課 A ・令和4年12月に生産緑地地区の都市計画決定
から30年を経過した農地の約80％を特定生産緑
地に指定し手続きを完了した。

6 産業・学術研究
拠点(北田原地
区)における産
業施設の立地誘
導

企業立地に資する産業用地の拡大に向けた市街化編入調査
に加え、デジタル技術を駆使した変革に対応する産業施設
等の立地誘導に向けた取組みを進める.

都市計画課
拠点形成課

A ・産業施設を誘導するため、民間事業者との意
見交換や奈良県との協議など積極的に進めた。
・ＤＣ2か所の立地にむけた都市計画変更につ
いて都計審に8月に事前説明、本年2月に諮問し
た。
・新たな市街化編入にむけた都市計画変更につ
いて都計審に8月に事前説明した。

7 共同住宅（賃
貸）の立地誘導
等事業

家族のライフステージに応じ、住まいを選択できる居住環
境の形成を図るため、令和３年度に調査した賃貸マンショ
ンの分布状況などの基礎資料を基に、ニーズに応じた賃貸
共同住宅を充実させる仕組みや手法を検討する。また、分
譲マンションの適正な管理を推進し、市内に良質な住宅ス
トックを確保するため、管理組合へのアンケート調査や外
観調査など管理適正化計画策定に向けた実態調査を実施す
る。

住宅政策室 A ・賃貸共同住宅オーナーへのアンケートなどに
より、入居状況や改修の実施状況を調査し、賃
貸共同住宅を充実させる仕組みや手法を取り纏
めた。
・分譲マンション管理組合へのアンケート、ヒ
アリング調査や外観調査を実施し、計画策定に
向けた管理実態を把握した。

8 中古住宅の流通
促進事業

ライフスタイルや価値観の変化に伴う住まいのニーズの多
様化を踏まえ、市内の良質な戸建てストックを活用し、働
き盛り世代の転入・定住を促進するため、中古住宅の流
通、空き家の賃貸化の促進や庁内連携による移住相談窓口
を開設する。また、空き家所有者と活用したい人のマッチ
ングを支援し、地域の魅力向上に繋がる活動を創出する。

住宅政策室 B ・プラットホームの運営支援やリノベーション
事例発信に加え、移住相談や住まい選び相談の
体制を構築し、転入・転居検討者支援を実施す
るなど、中古住宅の流通を促進した。
・空き家の利活用促進に向け、物件募集や物件
見学会を開催し、マッチング支援を実施した。

・空き家の利活用促進につ
いては、所有者と活用した
い人のマッチング支援を継
続しているが、年度内での
成約には至らなかった。

9 ニュータウン再
生・再編事業

入居開始から40年以上が経過し、まちの活力の衰退が懸念
される住宅地を選定し、地域住民や民間事業者と、地域資
源や課題の共有、将来像の検討などを行いながら意識を醸
成するとともに、公共施設や空き家を有効活用した活動を
創出するため、庁内関係課も含めた多様な主体との連携体
制を構築する。

住宅政策室 A ・事業対象の住宅地を選定し、住民アンケー
ト、ヒアリング、空き家調査を実施し、地域の
現状や課題を把握した。
・連携体制の構築に向け、庁内関係課や事業者
とニュータウン再生事例研修や意見交換を実施
した。
・関係課と連携しながら地域住民との意見交換
会を開催し、目指すまちの姿を取りまとめた。

No
.

取組状況

暮らしたい都市・持続的に成⾧する都市を育む

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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区分 取組内容 未達成・未着手の理由

No
.

取組状況
担当課具体的な取組内容取組項目

10 生駒山麓公園の
取組み

山麓公園の活性化を促進するため、指定管理者と協議し、
多くの人が来園して多様な施設やアクティビティを楽しん
でいただくため、体験プログラムやマルシェなどイベント
を充実させるとともに、福祉健康部と連携し、障がい者就
労支援の充実を図る。
また、今後の山麓公園のあり方と指定管理方針を検討す
る。

みどり公園課 B ・近畿日本鉄道や指定管理者と協働して、生駒
山PRチラシを作成し、幼保こども園など、子育
て世代をターゲットに配布（約16,700枚）する
とともに、SNSや広報紙を通じてPRしたことに
より、公園利用者は増加した（前年度比１１
３％）。
・障がい者就労支援については事業を拡大し、
障がい者就労等の人数を増加することができ
た。
・山麓公園のあり方については、公園の管理運
営実績等を持つ事業者にヒアリングを実施し、
方針の検討を行った。

・指定管理者の意向でイベ
ント回数を減らしたことに
より、イベント参加者は減
少した。

11 公園施設長寿命
化事業

市民に公園施設を長く安全に利用していただくため、公園
施設長寿命化計画に基づき、公園施設の撤去・更新・修繕
及び遊具の定期点検を実施する。
併せて、街区公園のあり方や利用方法、施設の撤去・更新
については、地元住民と話し合いながら取組みを進める。

みどり公園課 A ・長寿命化計画に基づき、定期点検を実施する
とともに、3公園の複合遊具の撤去・更新を実
施した。
・くぼいけ・梅ヶ丘児童公園の遊具について
は、ホームページでのアンケート調査に加え、
隣接保育園のアンケート調査の結果から遊具選
定し更新した。

12 花と緑の市民ま
ちづくりの推進

花と緑であふれるまちづくりを推進するため、ふろーらむ
職員等が積極的に地域の公園や学校、自治会館などへ出向
き、地域での緑化が推進、ふろーらむのＰＲを行う。ま
た、市民によるイベント等での多様な活用を支援し、市民
とともに、ふろーらむの魅力を充実させることにより、施
設の活性化を図る。
一方、今後のふろーらむのあり方や運営方法などの方針に
ついてまとめる。

みどり公園課
花のまちづく
りセンター

B ・職員及びガーデンボランティアが「おでかけ
ふろーらむ」として、積極的に地域の公園や学
校、自治会館などに出向き植栽デザインや育て
方などのアドバイスを行うことで地域での緑化
の推進及びふろーらむのPRに取り組んだ（12
件）。
・Caféボランティアの方々によるマルシェや
ワークショップといった「ガーデンパー
ティー」などのイベントの開催を支援し、多世
代の方々に花と緑に親しんでもらうことができ
た。
・ふろーらむ運営のあり方については、指定管
理者制度の導入も見据えて事業者へのヒアリン
グを実施し、検討を重ねた。

・今後の運営のあり方につ
いては、「市民が支えるふ
ろーらむ」を基本に指定管
理制度の導入や市民やボラ
ンティア等の関わり方、緑
化施策の推進など様々な検
討が必要なことから、時間
を要し方針のまとめに至ら
なかった。

13 公園の利活用促
進

セミナー等での公園の活用事例を発信や市民や民間事業者
によるワークショップを通じ、市民等が主体的に取組む新
たな公園の利活用を促進する。（公園利活用プロジェク
ト）
また、身近な街区公園については、従来から取り組んでい
る「みんなの公園ワークショップ」により、利活用や管理
について考え、実施する機会を創出する。

みどり公園課 A ・公園の利活用について考える「PARK REMAKE
QUEST」としてセミナーを開催。
・利活用に興味がある市民・事業者などを対象
に、公園の役割や多機能性、利活用事例などの
紹介を通じ、参加者のアイデア出しや実践方法
を検討した。
・さらに、ホームページにて、「公園でできる
こと」「公園でできないこと」の周知を行っ
た。
・また、継続して複合型コミュニティとの連携
に取り組んだ。

14 緑地等の保全整
備の推進

市有緑地における近年の大木化・老木化に起因する倒木等
により、市民に多大な被害を及ぼすことがないよう、さら
なる安全管理に向け、現状把握の調査を実施するととも
に、危険度の高い緑地から順次、伐採等の整備を適切に行
う。

みどり公園課 A ・市内１２１箇所の緑地及び自然林のある公園
を現地調査し、これまでに倒木があった箇所や
大木化・老木化などの状況を把握した。
・その内、整備する危険と考えられる２４箇所
の緑地等を選定（５ヵ年計画）。R４年度は危
険度が高い４緑地等について、間伐等の適切な
整備を行った。

15 街路樹更新等の
計画

安全・安心な道路環境づくりや良好な都市景観の創出、長
期的かつ効果的な維持管理を目指すための「街路樹の管理
方針」の作成に向け、道路管理部局と連携し、現状把握と
して路線ごとの街路樹調査を行う。

みどり公園課 C ・街路樹更新等の計画の策定に向け、方針（素
案）の作成とともに、現状把握に向けた街路樹
調査票を作成したが、調査までには至らなかっ
た。

・緊急度の高い緑地の整備
や園路の補修などの業務を
優先して実施することと
なったことによる。

16 建築物の安全性
の確保

建築主事を置く特定行政庁として、法令に基づき厳格に建
築確認事務及び各許認可事務を行い、また、違反建築物の
改善を指導することで、安全・安心なまちづくりをすすめ
る。

建築課 A ・特定行政庁として、法令に基づき471件の建
築計画概要書の審査を厳格に行い、定期的な現
場パトロールで市内建築物の安全性の確保に努
め市民の満足度向上に努めた。

17 管理不全な空き
家の対策

生駒市空き家等の適正管理に関する条例や空家対策の推進
に関する特別措置法等に基づき、管理不全な空き家等につ
いて、解体補助金などの利用を促し、地域住民等と連携し
つつ助言、指導を行い、改善を求め、安全・安心なまちづ
くりをすすめる。

建築課 A 管理不全な空き家の所有者に対する啓発、助言、
指導などを丁重に行い、12件の空き家の改善に
至った。

18 耐震化等の促進 耐震改修促進計画に基づき既存建築物の耐震化を図るた
め、広報やHP、また地震の被害が比較的大きいと見込まれ
る地域を中心としたチラシの配布・説明により啓発を行
い、住宅の耐震診断補助事業、耐震改修補助事業、解体工
事補助事業及びブロック塀等撤去工事補助事業を進め、安
全・安心なまちづくりをすすめる。

建築課 B ・窓口、納税通知書による周知・啓発を行い、
特に耐震化の進んでいない地域（約200件）に
戸別訪問を行った。
・また、補助事業については耐震診断30件、耐
震改修及び解体工事補助で併せて31件の耐震化
が得られた。
・「通学路合同点検」にて通学路のブロック塀
などの点検を行った。

ブロック塀等撤去工事補助
事業の申請件数が想定より
少なかった。

19 開発指導 適切な土地利用を図るため、開発行為等について公共施設
管理者となる関係部局と事業内容を共有し、事業者に対し
ては住民との合意形成を図るよう適正な行政指導を行う。

建築課 B ・現在計画中の大規模な開発事業に対して、公
共施設の管理部局や警察など主要な部署と月1
回の定期的ミーティングにより認識を共有し、
事業者に対して安心安全なまちづくりを念頭に
置いた土地利用計画を誘導した。
・周辺自治会との合意形成についても、事業者
に対してその必要性を説くことにより、説明会
の開催等を実施させてきたが、一部合意形成が
進まない自治会があるものの、一定の合意には
至っている。

・計画の考え方の相違によ
り、自治会に対する事業者
の説明会開催が実現出来な
かったため。
・引続き、合意形成が図ら
れるよう指導している。

20 大規模盛土に係
る調査事業

「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」の
閣議決定をうけ、市内の一定規模以上（3,000㎡以上）な
どの大規模盛土造成地（135箇所）について国の定めるガ
イドラインを基に現地調査等を行う。

建築課 A ・大規模盛土造成地（135箇所）への現地調査
や造成地年代調査等を行った結果、危険性の高
い盛土は存在しないことが確認できた。
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令和4年度　部の主要施策　【上下水道部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 奈良県「県域水道一体化
構想」に係る検討

企業団設立準備協議会における検討に参加するとともに、基本
計画の作成、基本協定の締結に向けて、専門部会等での検討状
況を進捗に応じて市民に的確に情報を発信する。
・協議会等組織における検討を事務局業務を通じて遂行する。
・市民に検討状況等を的確に発信(広報紙・HP等）する。

総務課
工務課

A ・奈良県広域水道企業団基本
計画策定及び水道事業等の統
合に関する基本協定書の締結
を踏まえ、法定協議会設置議
案の審議を経て議決を得た。
・検討の各段階において、広
報紙やホームページ等での情
報発信に加え、市民からの請
願を受けて市民説明会を実施
した。

2 水道事業の情報発信の充
実化

市民に必要な情報をわかりやすく、また水道に関する理解を深
めてもらえるよう水道事業等の情報を提供する。
・出前講座（出前授業）の実施
・生水だより(年4回)の発行

総務課
工務課

A ・桜ヶ丘小学校４年生児童を
対象に水道水に関する出前授
業を新規事業として実施し
た。
・生水だよりを年間4回発行し
た。

3 危機管理体制の強化 災害・事故時に迅速に対応できる体制構築のための施策を実施
する。
・給水車(1.6ｔ)の更新及び設置型組立式給水タンク(１ｔ)を8
台購入する。
・自治会、自主防災会及び施設管理者と共同した給水訓練を年
間1回実施する。
・研修計画に基づき項目別の職員研修を4回、実地研修を1回実
施する。

総務課
工務課

B ・設置型組立式給水タンク８
台を購入。給水車（1.6ｔ）
は、年度内納入が見込めない
ことから購入を見送り。
・自治会等との共同訓練につ
いては、実施できなかった
が、災害拠点病院でもある近
畿大学奈良病院の貯水槽への
給水訓練を実施した。
・研修計画に基づき、初任者
対象に水道事業基礎研修・BCP
研修、経験年数に応じて企業
会計制度研修・応急給水復旧
研修・施設と配水区域研修、
また実地研修として給水車へ
の注水訓練を実施した。

・給水車の更新については、
車両及びタンク装備部品等の
供給が不安定で、年度内納入
が見込めないことから購入を
見送り、既存車両を存続する
ことで対応した。
・自治会、自主防災会及び施
設管理者との共同給水訓練
は、コロナ禍による影響によ
り実施できなかった。

4 管路の更新及び耐震化事
業
・７.0㎞を更新(耐震化)
する

老朽水道管や耐震性の低い管路の更新工事(7.0km)を令和5年3月
末までに行う。
・更新工事 　19箇所（発注）
・繰越工事　  7箇所（完了）
・管路更新計画策定

工務課 B 管路更新延長　5.6㎞
・更新工事　17箇所（発注）
・繰越工事　 7箇所（完了）
・管路更新計画策定（完了）

令和4年1月に発生した水道管
材料出荷停止に伴い工事を一
時中止したことにより、全体
的に工事の発注・完了に2ヶ月
程度の遅れが生じた。

5 漏水調査の実施 水の有効利用等のため、職員で定期的に漏水調査を行う。
・昭和の埋設管の内、漏水多発地域の管路（160km）を対象に漏
水調査を7回実施する。
・給水区域全域を対象に、AIを用いた衛星画像解析による漏水
調査を令和4年12月末までに完了する。

工務課 A ・漏水多発地域の管路（160
㎞）を対象に7回漏水調査を実
施した。漏水発見件数　9箇所
・AIを用いた衛星画像解析を
令和4年8月に完了し、令和5年
1月に現地調査を完了した。衛
星画像による漏水発見　41件

6 水道施設耐震補強事業 真弓浄水場の浄水池等耐震補強工事を令和5年2月末までに完了
する。

工務課
工務課浄水場

A 耐震化工事を2月に完了し、浄
水施設の耐震化率は、100％と
なった。

7 配水場電気設備更新事業 鹿ノ台配水場電気設備等改良工事を令和4年6月末までに完了す
る。

工務課
工務課浄水場

A 令和4年6月に工事を完了し
た。

8 中央監視制御設備更新事
業

中央監視制御設備改良工事を令和5年2月末までに完了する。 工務課浄水場 A 令和2年度から着手していた更
新工事を令和5年2月に完了し
た。

9 応急給水設備整備事業 災害対策の充実化のため緊急時に備えた施設として緊急遮断弁
及び応急給水設備を整備する。
・真弓配水場当該工事を令和5年3月末までに完了する。
・狭戸配水場当該実施設計業務を令和5年3月末までに完了す
る。

工務課 B ・真弓配水場緊急遮断弁設置
工事は令和4年5月に発注した
が、機器等の納入に遅れが生
じたことから令和5年度に繰越
した。
・狭戸配水場緊急遮断弁設置
工事実施設計業務は令和5年3
月に完了した。

全般的な市場における部材等
の供給遅延により、緊急遮断
弁等の工場製作に不測の日数
を要した。

10 合併処理浄化槽設置整備
事業

合併処理浄化槽の設置補助を令和5年3月末までに行う。
・補助対象　74基

下水道課 B 43基の設置補助を行った。 コロナ禍及び物価高騰の状況
において、一時的な経済的負
担を伴う合併浄化槽の設置が
控えらえたことにより補助基
数が減少した。

11 公共下水道管渠整備事業
・普及率　72.6％

公共下水道の管渠整備事業を令和5年3月末までに行う。
・現年工事　7箇所（発注）
・繰越工事　3箇所（完了）
・委託業務　2箇所（完了）

下水道課 A 普及率　72.6%
・現年工事　7箇所（発注）
・繰越工事　3箇所（完了）
・委託業務　2箇所（完了）

12 個別浄化槽地区下水道接
続推進事業
・普及率　72.6％

個別浄化槽地区を令和5年3月末までに公共下水道に切り替え
る。
・切替　　　1地区

下水道課 A 普及率　72.6%
・切替　1地区(有里町）

13 下水道ストックマネジメ
ント計画策定事業

下水道施設の長寿命化を進め、予防保全型の維持管理への転換
を図ることを目的としたストックマネジメント計画を2年間で策
定する。令和4年度は当該計画の実施方針を令和5年3月末までに
策定する。

下水道課
竜田川浄化セ
ンター

A 下水道ストックマネジメント
計画の実施方針を策定した。

14 竜田川浄化センター煙突
アスベスト対策事業

アスベストを含有する断熱材を使用していることが判明した煙
突について、令和5年3月末までに排煙機能を確保したアスベス
ト対策を実施する。

竜田川浄化セ
ンター

B 煙突の新設のための関係法令
等を整理し、基本設計を策定
したが、実施設計及び工事は
後年度実施となった。

関係部署との協議や煙突新設
のための関係法令等の整理に
不測の日数を要した。

No.
取組状況

生活基盤となるインフラを守り、暮らしを支え続ける。

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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令和4年度　部の主要施策　【教育こども部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 第2次生駒市教育大
綱の進捗管理

令和２年６月に策定した「第２次生駒市教育大綱」を教
育大綱アクションプランに基づき進捗管理する。

教育政策室 A 教育大綱アクションプランについては、様式
を修正するなど改善を進めながら進捗管理を
実施した。

2 総合教育会議の開催 新しい教育施策について検討するため総合教育会議を開
催し、市長と教育長、教育委員との意見交換を行う。

教育政策室 A 総合教育会議については、南小･南中に関する
協議を2回、第3次教育大綱に関する協議を1回
実施した。

3 ICT機器を活用した
新たな学びの創出と
時代に応じた環境整
備

GIGAスクール構想をはじめとした令和の日本型教育の実
証事業をモデル校で実施するなど、児童生徒１人１台整
備された情報端末を生かした学習指導計画を立案し、日
常的学習活動に位置づけることで、学習内容理解の充実
を図るとともに、ICTを活用した新しい学習形態を実現す
る。

教育総務課
教育指導課

A 授業の中でICT機器を効果的に活用して主体
的・対話的で深い学びを進めるための研修を
行うと共に、取組の共有を行った。

4 グローバル時代に対
応した外国語教育の
推進

令和２年度から５，６年生の教科化など小学校の英語が
拡充するにあたり、小中学校における英語教育の学年目
標を策定し、９年間の系統的な英語教育を推進する。ALT
を小学校１，２年生に配置し、市独自の教材を用いた授
業を実施する。指導主事が学校を巡回し、学校との連
携、指導の平準化を進める。

教育指導課 A 計画通りALTを配置した。指導主事が学校を巡
回し、小中学校との連携を意識づけた。

5 教職員がいきいきと
子どもと向き合う時
間創造プログラムの
推進

校務支援システムを活用した指導要録のデジタル化、ス
クールサポートスタッフの配置など、教職員が健康でい
きいきとやりがいをもって働ける環境整備を行い、教職
員が授業や教材研究等に集中し、ゆとりをもって子ども
たちと向き合う時間の拡充を図る。

教育指導課
教育政策室

A 校務支援システムを活用し、通知表や指導要
録、健康調査票などをデジタル化すること
で、業務の効率化と作業時間の短縮が進んで
いる。また、スクールサポートスタッフの配
置により、教職員の業務負担を減らした。

6 保幼小接続事業の実
施

市内の小学校及び幼稚園、こども園、保育園での保幼小
接続事業を進めるため、保幼小接続推進会議を設置・開
催して、全園及び全小学校での実施を推進する。

教育指導課
幼保こども
園課

A 第1回（5/26）
・小学校区別に分かれ、情報交換、今後の交
流計画立案
第2回（9/9）
・子どもの育ちや学びのつながりを共有する
ワークショップ
第3回（1/27）
・成果報告、来年度に向けての話合い

7 社会に開かれた学校
教育と協働的な学び
の推進

キャリア教育プランナーを配置し、学校の課題に応じた
取組やSDGsを柱とした取組の年間計画を作成し、地域と
の連携をより深めたキャリア教育の充実を図る。

教育指導課
教育政策室

A 社会に開かれた教育課程の充実を目指し、
キャリア教育プランナーを中心に多くの取組
を実施した。また、その取組内容は教育委員
会公式noteでも発信した。

8 待機児童解消に向け
た取組の推進

令和６年度までの待機児童解消に向け、小規模保育所の
新設、保育人材確保、保育コンシェルジュ相談事業を実
施する。

幼保こども
園課

A 小規模保育所、認可保育所の分園等の公募、
保育士確保事業、保育コンシェルジュ相談事
業を実施した。

9 学童保育の充実 増加する学童保育需要に対応するため、生駒市学童保育
運営協議会が運営する学童保育所の環境整備、指導員確
保などによる体制づくりに取り組むとともに、新たな
ニーズに応えるため、民間事業者による学童保育事業を
促進する。

こども総務
課

A 外部講師によるより良い職場環境づくりのた
めの研修を実施した。
また、民間事業者を公募し、1事業者を誘致す
ることができた。（令和5年4月開所）

10 公立幼稚園のあり方
に関する検討事業

令和３年８月に各幼稚園再編に係る地域協議会からの意
見書を受け、令和３年１１月に策定した「生駒市立幼稚
園の再編に係る方向性」に基づき、具体的な取組を進め
る。

幼保こども
園課

A 俵口幼稚園・なばた幼稚園において、地域園
協働本部「えん・くろす」を立ち上げ、活動
を行った。

11 生駒北学校給食セン
ター整備運営事業

令和元年９月から小学校給食の提供を開始した北学校給
食センターの運営等について、安心・安全かつ衛生的な
給食とアレルギー対応食を提供するために、モニタリン
グを実施し、維持管理及び運営業務の業務要求水準を確
保する。

学校給食セ
ンター

A 月１回、業務報告書の内容を確認するととも
に、事業者の業務実施状況をチェックするこ
とで、定期モニタリングを実施し、維持管理
及び運営業務の業務要求水準を確保した。

12 中学校給食センター
整備事業

センターの機能維持にあたり、施設の経年劣化に伴う改
修等が必要不可欠であるため、改修工事に着手する。

学校給食セ
ンター

A 令和3年6月22日に契約締結し、工事着手した
改修工事について令和5年1月31日に工事を完
了した。

13 子ども子育て支援体
制の充実

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援に向け健康
課と連携を図り、子育て支援の各種の情報を提供する。
また、ひろば・講座、ファミリーサポート、地域子育て
支援事業を通して、子育て家庭を支援する。

子育て支援
総合セン
ター

A 昨年度に引き続き、感染防止対策を講じなが
ら、健康課を始めとする関係部署と連携し、
事業を実施した。

14 要対協体制の機能強
化

複雑・多様化する児童虐待対応のため、要対協の関係機
関連携など機能を強化する。また、国の情報共有システ
ムに対応するため、家庭児童相談システムの運用を開始
する。

こどもサ
ポートセン
ター

A 有資格会計年度任用職員を配置し、関係機関
と密に連携を図りながら迅速な対応に努め
た。家庭児童相談システムの運用を開始し
た。

15 ICT活用教育リー
ダー育成研修の実施

校務処理や教材開発などに係る高度なICT スキルを身に
付けた教員を育成することで、学校におけるICT 利用の
日常化を図るとともに、指導場面における効果的なICT
利用の形態を提案し、実証することのできる教員の育成
を図る。

教育指導課 A ICT担当教員に研修を2ヶ月に1回のペースで行
うとともに、電話等での対応も随時行うこと
で、市全体の能力向上を行った

16 自殺対策推進事業 平成３１年３月に策定した「生駒市自殺対策計画」に基
づき、「SOS の出し方に関する教育」の研修を初任者研
修にて実施する。また、児童生徒への「SOSの出し方」に
ついての指導、相談窓口の周知徹底、心身の状況の把握
を行い、スクールカウンセラー等の活用を実施する。

教育指導課 A 市内全小中学校で児童生徒に対して「SOS の
出し方に関する教育」を実施した。また、児
童生徒の端末に相談窓口のショートカットを
作成し、悩んだ時の連絡先を明確にした。

17 学校施設の計画的な
大規模改修

建設から４０年程度経過している学校施設について、老
朽化が進んでいることから、順次計画的に国の補助を受
け、改修を行っていく。

教育総務課 B 上中学校の長寿命化工事基本設計業務の入札
を行い、令和５年度に繰越事業となった。

今後計画的に各校の長
寿命化工事を行うこと
から、検討に時間を要
したため

No
.

取組状況

子育てを楽しめる地域と21世紀を生き抜く
しなやかでたくましい子どもたちをともにつくる

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
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区分 取組内容 未達成・未着手の理由

No
.

取組状況
担当課具体的な取組内容取組項目

18 個別最適な学びと児
童生徒一人一人の居
場所づくりの推進

個別の習熟度別学習を可能にするためのAIドリルを試験
的に導入する。また、学校に登校しにくい児童に対して
居場所となる適応指導教室を生駒南第二小学校の校舎の
一部に開設する。

教育指導課
教育政策室

A 小学生を対象とした「のびのびほっとルー
ム」を開室し、学校に登校しにくい児童の居
場所を運営した。また、個別最適な学びのた
めにAI学習ドリルの検証を進めた。

19 コミュニティスクー
ルと放課後子ども教
室の推進

地域ぐるみ連絡協議会の開催など、全小中学校に設置さ
れた学校運営協議会の取組を後押しするとともに、地域
学校協働活動の中で放課後子ども教室を実施する地域を
増やし、放課後の子どもたちの居場所づくりを進める。

教育指導課
教育政策室

A 地域ぐるみ連絡協議会を開催し、各校での取
組を共有した。また、放課後子ども教室につ
いての説明会を行い、新たに2校で放課後子ど
も教室が始まった。
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令和4年度　部の主要施策　【生涯学習部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 学びと活躍推進事業 主に働き盛り世代をターゲットに、市内の地域資源を
活用した学びの場を通して地域への関心や愛着心を高
めるとともに、学びをきっかけとして市民同士の学び
合いや活動につながるしくみづくりを行う。

学びと交流の社会見学：４回
オープンミーティング：２回

生涯学習課 A 働き盛り世代の学びの場としてischoolを立ち上
げ、オープニングイベントとして講演会を開催す
るとともに、他課との連携や、市民や大学等との
連携による多様な学びの機会を創出した。あわせ
てポータルサイトの開設により、学びの情報を一
元的に発信するしくみを整えた。

学びと交流の社会見学：４回
講演会：２回
講座：７回

2 高齢者の力をまちづ
くりに活かす取組の
推進

いこま寿大学について、学びの成果を活かして地域等
で活躍・活動するきっかけとなるような学習プログラ
ム（ボランティア講座、実務講習会等）のさらなる充
実を図る。
あわせて「気らくネット」が学校や地域等で新たな社
会貢献活動に取り組めるよう支援する。

新たな取組件数：２件以上

生涯学習課 A 寿大学について、より多くの方が学びやすくなる
よう学生と意見交換しながら新たなしくみを検討
し、新年度の募集案内に反映した。また、社会貢
献活動として気らくネットや学生委員会により、
フードドライブに取り組んだ。

新たな取組件数：２件

3 幅広い世代を対象と
した学ぶ機会の提供
と、地域の新たな人
材発掘と活用

多様な人材が専門性やスキルを活かしてまちづくりの
担い手となってもらえるよう「IKOMAサマーセミナー」
を通じて新たな人材を発掘する。

講座数：１５講座以上

生涯学習課 A ３年ぶりの対面形式により「IKOMAサマーセミ
ナー」を開催し、新たな人材発掘とスキルを活か
した活躍の場につなげる機会とした。

　講座数：３０講座
　（うち新規：１４講座）

4 地域、学校、家庭が
連携し地域力を活用
した家庭教育支援の
充実

家庭教育支援の充実に向け、家庭教育支援チーム「た
けのこ」と連携し、学びや交流、相談の場づくりの取
組を行うほか、各校区の「コミュニティスクール」や
学校園と連携しながら、子育て中の保護者の不安解消
や地域とのつながりづくりに資する取組を進める。

取組実施数：３件以上

生涯学習課 A 11月に感染対策を講じて鹿ノ台地域で３年ぶりと
なる「たけのこふれ愛」イベントを開催したほ
か、『たけのこ通信」の配信を行った。

5 子ども・若者支援の
取組の充実

社会生活上困難を抱える子ども、若者及び家族への効
果的な支援を行うため、「生駒市子ども・若者総合相
談窓口（ユースネットいこま）」における相談支援、
居場所づくり事業を実施する。
関係機関の連携により円滑な支援を行えるよう、「生
駒市子ども・若者支援ネットワーク」の機能の充実に
取り組む。

相談人数：１００人、進路決定者：１５人

生涯学習課 A 生駒市子ども・若者総合相談窓口（ユースネット
いこま）において、当事者や家族の方への相談に
対応し、自立に向けた支援につなげた。

相談人数：１０１人
進路決定者：１９人

6 「音楽のまち生駒」
の更なる発信と発展
に向けた取組

公募による企画・提案型の「市民みんなで創る音楽
祭」及び市民吹奏楽団による事業等を通して、多くの
市民が身近に音楽に親しむ機会を提供するとともに、
音楽文化の活性化や人材の発掘に取り組む。市民力を
生かした音楽事業の実施により「音楽のまち生駒」を
発信する。

事業数：10件以上

生涯学習課 A 引き続き、感染対策を講じながら「市民みんなで
創る音楽祭」を10公演、吹奏楽事業を３公演、ま
た、市民文化祭におけるリベラルコンサートを開
催。市民に身近に音楽に親しむ機会を提供すると
ともに、市民自らが企画運営や演奏者として音楽
事業に主体的に関わるなど、市民との協働による
「音楽のまち生駒」を発信し、音楽文化を担う人
材の拡充につなげた。

事業数：１４件

7 歴史・伝統文化への
親しみや郷土愛の醸
成に向けた事業の推
進

ふるさとミュージアムを拠点に、本市の歴史文化の関
心と郷土愛を育む事業を実施するとともに、本市の貴
重な文化財及び調査研究の成果を市内外に発信する。

古文書調査報告書の発行

生涯学習課 A ふるさとミュージアムにおける歴史講座や講演
会、特別展示等により、本市の歴史に多方面から
アプローチし、関心を持ってもらえる事業を展開
するとともに、小学校への出前授業を実施した。
また、長年にわたる調査の成果として「古文書調
査報告書Ⅵ」を発行した。

8 「生駒市史」編さん
事業

編さん委員会及び各分科会の開催、補充調査、ボラン
ティアを活用した編さん作業を実施するとともに、講
演会・地域学習イベントやニュースレターによる情報
発信、史料集１の発刊をおこなう。

図書館 A 宝山寺文書ほか各分野の史資料の調査や会議を実
施し、講演会・地域学習イベントの開催をボラン
ティアと協働で行った。また、史料集１及び
ニューズレターを発行した。

9 ビブリオバトル全国
大会

毎月行う定例のビブリオバトルのほか、学生、社会人
を含めた年齢制限のない唯一の全国大会を開催する。
オンライン大会の経験を活かし、参加者数は、380人以
上を目指す。

図書館 A 予選会を5回実施。決勝大会ではゲストに穂村弘
氏と文藝春秋の山本菜月さんを迎え開催した。ま
た、全国に向けてＰＲし、市外県外からの参加者
も多かった。毎年作成のバトラーによる読書エッ
セイの5巻目を発行した。

10 市民との「協創」事
業の実施

「本棚のＷＡ」等の事業を市民と協働して実施し、協
働ボランティア団体数14を目指す。「まちかど図書
室」等、図書館とともに読書を推進する団体を増や
し、登録数145を目指す。

図書館 A 登録数151（うちまちかど図書室23団体）。協働
ボランティア団体は、託児や、朝活の団体が増え
14団体になり、図書館と協働して読書推進に取り
組めた。

No.
取組状況

すべてのライフステージで楽しみながら学び、
　　　　　　　　　地域とつながる機会を市民とともに創る

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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区分 取組内容 未達成・未着手の理由
No.

取組状況
担当課具体的な取組内容取組項目

11 子ども読書活動の推
進

「トライ！生駒子ども読書会議」を3回開催、様々な主
体と協力しながら家読（うちどく）推進を目指す。学
校やボランティアと連携し親子参加型の「オータム
フェスティバル」を開催し、家庭での読書を推進す
る。

図書館 A 「トライ！生駒子ども読書会議」を3回開催。学
校司書や教諭、市民ボランティアによる家読に関
する活動（6事例）の発表のほか、家読先進地で
ある恵庭市から講師を招聘し講演会を実施。ま
た、生駒小学校にてオータムフェスを開催した。

12 高齢者・障がい者
サービスの充実

知的障がい者へのサービスとして、ボランティアの養
成を行い、関係機関と連携し代読サービスを開始す
る。また、宅配や音訳（録音図書の作成、耳で楽しむ
本の会、対面音訳）のサービスを充実するほか、朝活
読得会を実施し地域の高齢者の健康維持と読書を推進
する。

図書館 A ボランティアとともに、館内整理日に代読サービ
スを開始した。障がい者施設3団体、放課後等デ
イサービス2団体延べ320人の当事者が図書館、南
分館、駅前図書室で閲覧、貸出された。宅配、音
訳、朝活も実施。

13 第２期スポーツ推進
計画策定事業

市の基本的な方針を示す「生駒市スポーツ推進計画」
が令和５年度末で計画期間終了となるため、次期「(仮
称)第２期生駒市スポーツ推進計画」策定のため、ス
ポーツに関する市民意識調査等を実施する。

スポーツ振
興課

A 「(仮称)第２期生駒市スポーツ推進計画」策定の
ため、スポーツ及びスポーツ施設に関する市民意
識調査を行うとともに、スポーツ関係団体や障が
い者関係団体へのスポーツ活動等に関する意見聴
取を行った。

14 総合型地域スポーツ
クラブの推進・支援

市民のスポーツ活動を推進するため、総合型地域ス
ポーツクラブの活動内容等の周知啓発を行うととも
に、クラブ間の連携や相互協力を図ることを目的とす
る総合型地域スポーツクラブ連携会議を開催する。ま
た、学校部活動の地域移行に伴う学校等との連携支援
を行う。

スポーツ振
興課

A ・小・中学校、幼稚園、保育園、こども園を通じ
て、各クラブのパンフレットやチラシ等の配布を
行い周知啓発を行った。
・学校部活動の地域移行に伴う県からのモデル事
業を受託し、市内総合型クラブよる部活動運営と
なる仕組みづくりを行った。

15 みんなのスポーツ推
進事業

スポーツを始めるきっかけやスポーツに親しんでもら
う１日とするために、「いこまスポーツの日」を開催
する。また、障がいのある人が、障がいの種別や程度
に関わらず、スポーツに親しみ、楽しむことができる
よう、車いすバスケットボール体験会など障がい者を
対象とした事業を実施するとともに、障がい者用ス
ポーツプログラムモデル事業を実施する。
事業は、年間５回開催予定。

スポーツ振
興課

A ・市スポーツ施設指定管理者や市内総合型地域ス
ポーツ等と連携し「いこまスポーツの日」(3/21)
を開催し、パラリンピックメダリスト山本篤選手
による陸上教室、バルセロナアカデミー奈良校に
よるサッカー教室、リレーマラソン、芝生でピラ
ティスやｅスポーツ体験会などを実施した。
　参加者数：811人
・障がい者(児)を対象とした温水プール開放(1
回)及び体育施設開放イベント(3回)や車いすバス
ケットボール体験会、体つくり運動プログラムモ
デル事業(3回)を開催した。

16 トップアスリート等
との連携事業

市内総合型地域スポーツクラブ、体育施設指定管理者
等と連携・協力し、メダリストやプロスポーツ選手を
招聘するなど、トップアスリートとふれあい、スポー
ツを身近に感じることができるイベントを開催する。
年間５回開催予定。

スポーツ振
興課

A ・市スポーツ施設指定管理者と連携し、パラリン
ピックメダリストによるボッチャ体験イベント
(9/25)を実施した。
・「いこまスポーツの日」(3/21)に、パラリンピ
アンによる陸上教室、「チャリロゲいこま」
(12/10)では、プロサイクリングチームと連携し
事業などを実施した。

17 社会教育施設の環境
整備

スポーツ施設、生涯学習施設の新型コロナウイルスの
感染防止対策の取組を強化するとともに、総合公園体
育館バスケットゴール等非構造部材や照明ＬＥＤ化等
の改修工事などを実施し、設備の充実により施設の安
全性と機能性を高め、市民サービスの向上を図る。

スポーツ振
興課

A ・総合公園体育館バスケットゴール等非構造部材
改修工事や照明ＬＥＤ化工事イモ山公園プール管
理棟耐震診断を実施し、施設の安全性の向上に努
めた。
・武道館トイレ洋式化等改修工事や、北コミュニ
ティーセンター空気調和機整備工事等を行い、施
設機能を高めるとともに、利用者サービスの向上
を図った。
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令和4年度　部の主要施策　【消防本部】

部のミッション

区分 取組内容 未達成・未着手の理由

1 新型コロナウイル
ス感染症の感染防
止対策

①感染防止資機材を装備した専用救急車を運用し、市民や
救急隊員への二次感染防止を徹底する。
②感染状況を注視しながら、取組内容の変更や代替え措置
を講じて、業務目標を達成する。
③消防力を低下させないため、職員間での集団感染や濃厚
接触者発生の予防対策を徹底する。

消防本部
消防署
（全所属）

A ①専用救急車により295件298名（うち陽
性者269名）を搬送し、二次感染を防止で
きた。また、12月20日から感染症対応高
規格救急自動車を本署に更新配備し、救
急業務における感染防止対策を強化し
た。
②感染状況を注視しながら、社会情勢の
変化に応じた対応ができた。
③執務室の分離と常時換気、N95マスクの
着用等、感染防止対策の更なる徹底によ
り職員間の集団感染や濃厚接触者の発生
を防止できた。

2 震災対応能力の向
上と充実強化

①震災時の初動対応の計画の構築など、緊急消防援助隊の
効率的な受援体制等を整備する。
②関係機関等との連携を強化し、震災時等の情報収集の確
立と効果的な消防活動体制の充実を図る。
③消防団と連携し、地域での訓練を通じて市民の防災意識
の高揚と防災行動力の向上を図る。

消防本部
消防署
（全所属）

A ①「緊急消防援助隊 生駒市消防本部受援
計画」の策定に向けて準備・検討を進
め、素案を作成した。
②緊急度に応じた出動体制により消防力
を維持するため、119番通報を多数受報し
た場合の「119番コールトリアージプロト
コル」を策定した。
③市民の防災意識を高めるため、消防団
員と連携して自主防災訓練の指導を22回
実施した。

3 市民への火災予防
意識の浸透

火災件数の減少や火災による死傷者をゼロに近づけるた
め、火災予防の一層の普及啓発を図る。
①火災予防運動期間中
　秋・春の火災予防運動期間を捉え、街頭防火広報を実施
し、広く市民に啓発活動を行う。
②文化財防火週間中
　1月の文化財防火週間を捉え、国宝、重要文化財7施設の
消防訓練指導を実施し、自衛消防力の強化を図る。
③年間を通じた広報
・火災予防対策事業を実施する。
・消防署と消防団による車両広報パトロールを実施する。
・情報発信や注意喚起のために、広報紙、ホームページ、
SNSによる広報を実施する。

予防課
消防署

A ①令和3年度春の火災予防運動期間中に予
定していた消防フェスタ“IKOMA55”を令
和4年5月に開催した。秋の火災予防運動
期間を捉え、協力団体（生駒市火災予防
協会・女性広報指導分団・奈良佐保短期
大学附属生駒幼稚園）と連携した広報活
動を実施した。
②国宝、重要文化財7施設に対して現地で
訓練指導と立入検査を実施した。
③消防署、消防団による車両広報パト
ロールを実施した。また、火災の発生率
が高まる火災気象通報発令時に注意喚起
パトロールを延べ69日間実施した。その
他、SNSによる情報発信や注意喚起は、毎
月1日・15日の防火デーに加え必要により
随時実施した。

4 住宅用火災警報器
の自発的な設置及
び取替えの促進

①警報器の設置について、広報紙やホームページによる普
及啓発を行う。また、一人暮らし高齢者宅防火調査の機会
を捉えて未設置世帯への設置を促す。
②警報器の設置義務化から10年以上経過するため、日常点
検（本体及び電池）と古くなった本体の取替え設置を促
す。
③国の示す警報器設置状況調査に基づき、無作為抽出によ
る100世帯を行う。設置率の目標値を80%以上とする。
④火災から高齢者の生命、身体、財産を守るため、警報器
の取付け支援を実施する。

予防課
消防署

A ①②警報器の設置・取替え、日常点検
は、機会を捉えて広報紙やSNS等を活用
し、啓発を実施した。また、2自治会（本
町・元町1丁目）と連携し警報器のアン
ケート調査を行い、今後に向けての提案
（取付け支援・共同購入）を実施した。
③100世帯への調査を行い、設置率80％と
なった。
④高齢者世帯に対して警報器取付け支援
を開始し、16世帯への取付けを実施し
た。

5 一人暮らし高齢者
宅防火調査の実施

一人暮らし高齢者のうち、災害時の避難に支障のある人を
対象に防火指導を実施する。

予防課
消防署

A 秋・春の火災予防運動期間中に調査対象
者963人に対し、訪問による防火調査を実
施した。

6 市民や事業所の防
火意識高揚及び火
災の初期対応力向
上の推進

①消防訓練は、関係者が主体的に実施できるよう消防職員
が支援する。
②6月の危険物安全週間を捉え、危険物事業所へポスター
を配布し、訓練の実施を促す。

予防課
消防署

A ①訓練支援を493件実施した。
（本部171件・署322件）
②危険物施設53施設にポスターを配布
し、うち18施設に訓練指導を実施した。
また、他機関と連携を図り、危険物車両
への注意喚起を実施した。

7 消防法令違反対象
物の公表と違反是
正の実施

消防設備等が未設置または機能不能状態等である不特定多
数の人が出入りする違反建物の公表を実施する。また、事
業所等へ立入検査を行い、火災予防上の不備や危険箇所等
の改善指導を実施する。
・防火対象物 365施設
・危険物施設 106施設

予防課
消防署

A 違反対象物１件に命令を行った。
立入検査は、防火対象物の計画数365施設
に対し、389施設実施した。危険物施設の
計画数106施設に対して104施設実施し、2
施設については廃止届に伴う確認を実施
した。
また、神戸市兵庫区で発生した共同住宅
火災の類似施設（3施設）に対し、注意喚
起を実施した。

8 小隊長の指揮能力
の向上と隊員の活
動強化

①実施要領を策定して、小隊長等で構成する会議を設け、
意見や提言を吸上げて訓練等を実施する。検証結果や成果
を共有し、小隊長等の指揮能力の向上と隊員の技術・知識
の習熟を図る。
②職員の士気の高揚と技術の向上を図るため、全国消防長
会東近畿支部消防技術研修会に参加し、他市消防本部と消
防活動を競い合い評価を受ける。

消防署 A ①実施要領を策定し、その要領に基づく
訓練を行い、成果を署長査閲で確認する
ことで、活動隊の連携を強化した。
②全国消防長会東近畿支部消防技術研修
会はコロナ禍の影響により中止となった
が、訓練を各隊が取組むことで、職員の
技術と士気の向上に繋げるため、代表選
考会を実施した。

No.
取組状況

健康な消防組織と職員の力で市民とともに
安全・安心なまちをつくる

担当課具体的な取組内容取組項目

＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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区分 取組内容 未達成・未着手の理由
No.

取組状況
担当課具体的な取組内容取組項目

9 車両更新事業・消
防資機材の整備

消防活動等に使用する車両・資機材等の整備と充実・強化
のため、車両等の更新及び維持管理を行う。
・感染症対応高規格救急自動車･資機材の更新
・消防ポンプ自動車の更新(消防団車両）
・空気呼吸器用(5L)ボンベの更新(8本)
・空気呼吸器用(9L)ボンベの更新(5本)
・空気呼吸器の更新(4器)

消)総務課
警防課
消防署

A 計画どおり感染症対応高規格救急自動
車、高規格救急自動車用資機材、消防ポ
ンプ自動車（消防団車両）、空気呼吸器
及び空気呼吸器用ボンベの更新整備を完
了した。

10 救急業務の高度化
の推進

①奈良県メディカルコントロール協議会に基づく救急体制
の充実強化を図るために、生涯教育研修や再教育等を行
う。また、医療機関との連携を深め、高度な救命処置によ
る救命率の向上を図り、救急業務の高度化を推進する。
・救急救命士就業前病院実習3名
・気管挿管認定者養成2名
・気管挿管認定者再教育4名
・ﾋﾞﾃﾞｵ喉頭鏡気管挿管認定者養成2名
・救急救命士生涯教育26名
・救急出動時に教育者(指導救命士)が同乗し、救急業務の
評価、助言、改善を行い、教育体制の充実を図る。
②指導救命士を主体とした救急想定訓練を実施する。
③救急救命士教育プログラムに基づき、新規採用者の救急
救命士有資格者に対して救急現場に必要な知識及び技術の
習得を目的とした研修を実施する。

警防課
消防署

A ①計画どおり気管挿管認定者、ビデオ喉
頭鏡気管挿管認定者の養成及び各種の病
院実習を修了した。
また、救急教育体制の充実を目指し、指
導救命士による救急車同乗研修を救急隊
(特別救急搬送専属隊除く)12隊に27回
行った。
②③指導救命士を主体として救急想定シ
ミュレーション訓練を実施した。また、
新規採用された救急救命士有資格者2名に
対し、当本部の救急救命士有資格採用者
教育プログラム運用基準に基づく研修を
実施した。

11 消防団の充実強化 ①消防団員の資質と能力の向上のために、消防活動訓練を
実施し、研修会等への参加を促進する。
・県消防学校消防団員教育等への入校(延べ21名)
・防災訓練など消防署や関係機関との合同訓練の実施
・各機動分団での自主訓練の実施(月1回以上)
②市内の「消防団応援の店」登録事業所を拡充することに
より、消防団員の福祉の向上を図り、活動への理解を高め
る。
③自主防災組織を育成し、地域の防災力を強化するため
に、防災リーダー(指導者)の役割を担う消防団員を養成す
る。

消)総務課
消防署

A ①コロナ禍で中止していた礼式部隊訓練
や県消防操法大会への出場、消防団幹部
の視察研修を実施した。
・延べ16名の消防団員が県消防学校の各
種教育訓練に入校した。
・互いの連携を強化するため、消防署･消
防団合同総合訓練を実施した。
・各機動分団による自主訓練を延べ93回
実施した。
②登録事業者数42件(前年度比+1)
③消防団員に対して自主防災組織の指導
員研修等を行い、21名の指導者を養成し
た。

12 隣接消防本部との
迅速な活動連携

広域的な連携と指揮体制の強化を図るために、消防相互応
援協定に基づき、府県隣接消防本部と合同訓練を実施す
る。

警防課
消防署

A 緊急消防援助隊奈良県大隊救助中隊合同
訓練及び奈良県総合防災訓練に参加し
た。また、広域的な連携と指揮体制の強
化のため、第二阪奈トンネルでは東大阪
市・奈良市とともに合同警防調査を実施
した。

13 奈良市・生駒市消
防通信指令事務協
議会事業

①奈良市・生駒市相互の応援出動について、より迅速で広
域的な出動体制を構築するため、更なる検討と協議を行
う。
②聴覚・言語機能障がい者がどこに居てもスマートフォン
等のチャット機能により、円滑に119番通報が行えるよう
NET119を整備する。

警防課 A ①次期消防指令システムの導入に向け、
より迅速な両市の応援体制を構築するた
め、引き続き両市幹事会等で協議、検討
する。
②10月1日からNET119の運用を開始し、聴
覚・言語機能障がい者の方の緊急通報手
段を整備した。（登録者32人）

14 消防水利の維持管理消防水利(消火栓・防火水槽等)を常時使用できるよう維持
管理する。
・消防水利調査の実施
（消火栓2,921、防火水槽559、自然水利134箇所）

消防署 A 火災発生時に常に使用できるよう全ての
消防水利の調査を実施した。

15 救急車適正利用推
進事業

円滑な救急体制を維持するために、市民に救急車適正利用
の啓発を行う。
・広報紙･ホームページ･SNS･チラシを利用して市民に周知
を図る。
・救急出動時、明らかに緊急度の低い事案に対して、関係
者等に救急車の適正な利用の説明を行う。

警防課
消防署

B ・広報紙、ホームページ、SNSの活用や市
民ボランティア団体によるリーフレット
の配布などの広報活動を行うとともに、
救命講習の受講者に対して適正利用の啓
発を実施したが、令和4年中の緊急度の低
い救急車の利用は、前年比1.7％(193人)
増加した。
・救急出動時、緊急度の低い傷病者や関
係者に対し、奈良県救急安心センター相
談ダイヤルを紹介し、適正な利用を促し
た。

令和3年中と令和4年中の「緊
急度の低い事案」を比較した
ところ、発熱症状による救急
搬送が約2.2倍に増加していた
ことから、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大により、
発熱を伴う緊急性が低い救急
車の利用が増加したことが要
因と考える。

16 救命講習会の実施 1人でも多くの市民が救命に必要な観察と応急手当の方法
を身に付けるために講習会を開催する。
・新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、指標目標
を改め「応急手当WEB講習」を活用した実技救命講習等を
年50回以上実施する。
・心肺停止傷病者に対する市民の自主救護体制を築くた
め、応急手当の必要性を訴え、救命率の向上を図る。

警防課 A 前年度に引き続き、平日は毎日受入れる
体制を取り、開催場所に北分署を追加し
て受講機会を増やした結果、実技救命講
習等を109回（1,087名）実施した。

17 消防本部庁舎耐震
補強と施設･設備改
修事業

①災害拠点施設である消防本部庁舎の機能を維持するため
に、非常用発電設備の改修、電源の増設工事を実施し、あ
わせて屋上電波塔の撤去を行う。
②消防本部･消防署、救急施設、南分署のトイレ洋式化等
工事の設計業務を行う。

消)総務課 B ①計画どおりに事業に着手したが、右記
の理由により年度内に事業が完了しな
かった。
②計画どおり完了した。

電気の高圧引き込みケーブル
の仕様変更に伴い、必要部材
の納期が延長したことで年度
内での工事完了が見込めなく
なったため契約期間を延長し
た。
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＜取組状況＞
Ａ：取組完了又は実施済み
Ｂ：取組を進めているが目標に達していない
Ｃ：着手できていない
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